予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　　目：教職員人事費　　
	事業名　　優秀な教員確保のためのＰＲ活動推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　教育委員会教職員課　小中・高特学校係　電話番号：058-272-1111（内3526）

　　　　　　　E-mail：c17766@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    　650千円　（前年度予算額：     700千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	700

	要求額
	650
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	650

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・第１次教育ビジョンのもと、優秀な人材を確保するために、教員採用選考試験において試験の一部免除や試験内容等の工夫を進めてきた。また、試験方法や配点割合の公開、過去の試験内容の紹介等、県のホームページを活用して、公平性・透明性の高い教員採用システムを確立してきた。

・一方で、大量退職時代を迎え、今後の岐阜県教育を担う優秀な人材を広く県
内外から確保するために、積極的にＰＲ活動を展開する必要がある。

　
（2） 事業内容
・大学生・高校生を対象とする教員説明会、採用説明会を実施する。

・説明会を通して、障がい者特別選考（点字等での受験、さまざまな受験時の配慮）についての説明を行い、障がい者雇用の推進をはかる。

・ＰＲビデオ「岐阜県の教員になろう」を制作し、ホームページで公開したり採用説明会で上映したりする等、若手教員の姿を動画で紹介する。
・年２回、学校見学バスツアーを実施し、授業参観や若手教員の話を聞く機会を設け、岐阜県の学校と岐阜県で教育に携わることの魅力を伝える。
（３）県負担・補助率の考え方
　・県　10/10　　
（４）類似事業の有無
　・無　

３　事業費の積算内訳
(千円)
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　　240
	説明会にかかる担当者、講師（若手教員）派遣にかかる旅費

	保険料
	　　60
	旅行保険料

	委託料
	    350
	学校見学バスツアー計画・運営費

	合計
	　　650
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　  ・第２次教育ビジョン

　  　基本目標３「魅力ある教職員の育成と安全・安心を保障する教育環境づくりの推進（１）優秀な教員確保」にかかる事業　
（２）国・他県の状況

　　○東京都　学校見学バスツアー

・日帰りツアー（年３回実施　各５０名定員）
　　　参加者負担金・・・昼食代実費（給食代あるいは弁当代）

・その他、宿泊ツアーもあり。

（３）後年度の財政負担
　・第２次教育ビジョン（H26年度～H30年度）の５年を目途に当該事業の継続等について必要な検討を実施
（４）事業主体及びその妥当性
　　・将来の岐阜県教育を担う若手の教員を採用するにあたり、優秀な人材の確保は重要な課題であり、第２次岐阜県教育ビジョンの基本目標でもある。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県教員採用選考試験志願者数を、平成３０年度採用時に平成２１年～平成２５年（５年間）平均人数から５％増を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	岐阜県教員採用選考試験志願者
	2,660人
(H21～25の平均）
	2,820人
(H26)
	（H  ）
	2,820人
（H26）
	2,793人
（H30）
	101

％


	
	（H　）
	６％増

(H26)
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・学校見学バスツアー（春）３８名参加

・学校見学バスツアー（秋）３３名参加

・採用説明会　春１８大学　約７００名参加

　　　　　　　秋　５大学　約３００名参加

・高校説明会　　　６高校　約２５０名参加


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・他県出身者の受験者数増加

・岐阜県出身者で他県大学へ進学している受験者数増加

・教員養成系大学への進学を含め、将来の教員採用試験受験者数の増加




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	将来の岐阜県教育を担う若手の教員を採用するにあたり、優秀な人材の確保は重要な課題であり、第２次岐阜県教育ビジョンの基本目標でもあることより、必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成２６年度実施教員採用試験では、志願者数が６％増加しており、有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	教員養成系大学、教員免許取得可能な大学へ積極的にＰＲを行うことで、説明会への参加人数を増加させることができる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・早い時期から、進路選択の１つとして岐阜県の教員を目指す人材を育てるために、説明会のもち方や学校見学の内容に工夫が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・ニーズに応じた説明会やＰＲ活動の充実を図りながら、教育委員会他課との連携による採用選考試験の工夫も進め、より優秀な人材の確保に努める。


